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(57)【要約】
【課題】排気ガス中に含まれる粒子状物質を凝集させて
、排気ガス中に存在する粒子状物質の個数を減少させる
ことが可能な排気ガス処理装置を提供する。
【解決手段】本発明の排気ガス処理装置１ａは、管体１
０と、その内部に配置された放電電極１２と、を備え、
管体１０が、放電電極１２によって発生するコロナ放電
２４の発生中心点２４ｘを含む流路に垂直な面２５から
、流路の下流側４４に向かう所定の範囲において、管体
１０の内径が漸減する形状に構成されてなり、管体１０
を通過する排気ガス２０に含まれる粒子状物質２２をコ
ロナ放電２４によって荷電させ、且つ、放電電極１２か
ら管体１０の内壁面１０ａに向けて生じる電界２６によ
って、管体１０の内壁面１０ａに集塵して凝集させ、凝
集させた粒子状物質２２ｂを再飛散させることにより、
排気ガス２０中に浮遊する粒子状物質２２の個数を減少
させるものである。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　排気ガスが通過する流路となる管体と、
　前記管体の内部の、前記流路の流れ方向に垂直な断面における中央部に配置された、電
圧を印加することによって、その周囲にコロナ放電を生じさせる放電電極と、を備え、
　前記管体は、前記放電電極によって発生するコロナ放電の発生中心点を含む前記流路に
垂直な面から、前記流路の下流側に向かう所定の範囲において、前記管体の内径が漸減す
る形状に構成されてなり、
　前記管体を通過する排気ガスに含まれる粒子状物質を、前記放電電極により生じたコロ
ナ放電によって荷電させ、荷電させた粒子状物質を、前記放電電極から前記管体の前記内
壁面に向けて生じる電界によって前記内壁面に集塵して複数の粒子状物質を凝集させ、凝
集させた粒子状物質を再飛散させることにより、前記排気ガス中に浮遊する粒子状物質の
個数を減少させる排気ガス処理装置。
【請求項２】
　前記放電電極は、前記流路の流れ方向に対して垂直となるように配置された盤状の電極
支持体と、前記電極支持体に対して垂直となるように配置された１本以上の針状の放電体
と、を有し、
　前記コロナ放電の発生中心点は、前記管体の前記コロナ放電の発生中心点を含む前記流
路に垂直な面の中心点である請求項１に記載の排気ガス処理装置。
【請求項３】
　前記管体は、前記流路の下流側に向かう前記所定の範囲において、前記コロナ放電の発
生中心点から前記管体の内壁面までの距離が、前記コロナ放電の発生中心点を含む前記流
路に垂直な面における長さの±１０％の範囲内になるように、前記管体の内径が漸減する
形状に構成されてなる請求項２に記載の排気ガス処理装置。
【請求項４】
　前記管体は、前記流路の下流側に向かう前記所定の範囲において、荷電された粒子状物
質の排気ガスの流れ方向に進行する移動速度と、前記管体の内壁面に引き寄せられるドリ
フト速度とを考慮した形状に構成されてなる請求項３に記載の排気ガス処理装置。
【請求項５】
　前記管体の内径が漸減する前記所定の範囲の長さは、前記管体の前記コロナ放電の発生
中心点から、前記流路に垂直な面における前記管体の前記内壁面までの距離の０．２～０
．９倍の長さである請求項１～４のいずれか一項に記載の排気ガス処理装置。
【請求項６】
　前記放電電極は、前記管体の壁面を貫通して前記流路の流れ方向に垂直な断面における
中央部まで延出された碍管により、前記流路の前記中央部に支持されている請求項１～５
のいずれか一項に記載の排気ガス処理装置。
【請求項７】
　前記碍管は、その表面に溝状の凹凸が形成されたものである請求項６に記載の排気ガス
処理装置。
【請求項８】
　駆動機構としてガソリンエンジンを備えた車両の排気系に設置されてなる請求項１～７
のいずれか一項に記載の排気ガス処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、排気ガス処理装置に関する。更に詳しくは、排気ガス中に含まれる粒子状物
質を凝集させて、排気ガス中に存在する粒子状物質の個数を減少させることが可能な排気
ガス処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】



(3) JP 2011-69268 A 2011.4.7

10

20

30

40

50

　自動車用エンジン、建設機械用エンジン、産業機械用定置エンジン等の内燃機関、その
他の燃焼機器等から排出される排気ガス中の粒子状物質や有害物質は、環境への影響を考
慮して排気ガス中から除去する必要性が高まっている。特に、近年、排気ガス中に含まれ
る粒子状物質（以下「ＰＭ」ということがある）の除去に関する規制は世界的に強化され
る傾向にある。
【０００３】
　上記したようなＰＭを含む排気ガスを処理する排気ガス処理装置としては、例えば、排
気ガスが通過する流路の内部に設けた衝突ガイド部材に衝突させて凝集させた後、帯電体
で負に帯電させて、正の帯電体に吸着させることにより、電気的に捕集するものが開示さ
れている（例えば、特許文献１参照）。正の帯電体を通過したＰＭは、下流のフィルタで
捕集され、正の帯電体に通電してヒータとして機能させることで焼却除去される。
【０００４】
　このような排気ガス処理装置は、流路構成が複雑となるため圧力損失が高くなる欠点が
あり、製作も容易ではない。また、十分な凝集効果が得られないため、粒子状物質が凝集
しないまま装置を通り抜けて放出されてしまう。
【０００５】
　このようなことから、内燃機関の排気管により形成され該排気管の軸線方向に排気ガス
が流通する排気通路に、排気ガス中の排気微粒子（即ち、ＰＭ）を凝集させる凝集器とし
て、両者の間に高電圧が印加されコロナ放電による電荷を授受する電荷放出及び電荷回収
の２種類よりなる電極を、第１の種類の電極の電荷授受部が上記排気通路の径方向の略中
心部に位置するように配設して、前記コロナ放電による電荷により排気微粒子を帯電し、
電荷を回収する電極において凝集させる凝集器を備えた排気処理装置が開示されている（
例えば、特許文献２参照）。
【０００６】
　また、上記したような排気処理装置に用いられ、コロナ放電により帯電された排気微粒
子を凝集部により凝集する排気処理装置用凝集器として、凝集部には、帯電部の排気ガス
流れの下流側に配置される第１の導電性体を備え、第１の導電性体は、正電位に印加され
ている排気処理装置用凝集器が開示されている（例えば、特許文献３参照）。
【０００７】
　更に、エンジンの排気経路に配設され、エンジンの排気ガスに含まれる粒子状物質を凝
集して粒径の大きな粒子状物質（凝集ＰＭ）を生成するＰＭ凝集手段と、このＰＭ凝集手
段より排気ガスの流れ方向下流に配設され、ＰＭ凝集手段により凝集された凝集ＰＭを捕
集するＰＭ捕集手段とを備えた排気浄化装置が開示されている（例えば、特許文献４参照
）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－４１０２４号公報
【特許文献２】特開２００５－３２０９５５号公報
【特許文献３】特開２００５－３２４０９４号公報
【特許文献４】特開２００６－２９２６７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上述した特許文献２においては、電荷回収用の電極が、流路の下流側に
配置された排気処理装置が開示されているが、このような電極の配置を行った場合、コロ
ナ放電により荷電された粒子状物質が電界によって加速され、電荷回収用の電極に捕捉さ
れることなく通り抜けてしまう。このため、上記の構成では粒子状物質を凝集させる効果
が少なく、実際には粒子状物質をほとんど凝集させることができないという問題があった
。
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【００１０】
　また、この特許文献２に記載された排気処理装置においては、電荷回収用の電極を、流
路の内壁面として利用することについても記載されているが、このような場合には、排気
ガスの流れに乗って常時下流側に移動している粒子状物質は、流路の内壁面に到達する前
に、その電界の範囲を容易に通り抜けてしまう。このため、このような場合においても、
粒子状物質を凝集させる効果が少なく、実際には粒子状物質をほとんど凝集させることが
できないという問題があった。特に、排気ガスの流速が速い場合や、排気ガスに含まれる
粒子状物質の数が少ない場合には、流路の内壁面に粒子状物質を捕捉することは極めて困
難である。
【００１１】
　また、特許文献３に記載された排気処理装置用凝集器は、凝集部を構成する第１の導電
性体に高電圧を印加して、帯電させた粒子状物質を引き寄せるように構成されたものであ
り、特許文献２に開示された排気処理装置と比較して、帯電させた粒子状物質の移動距離
を短くすることができ、更に、凝集効果も高くなっている。しかしながら、電極（帯電部
及び凝集部）の構成が極めて複雑であり、大きな振動等が加わる自動車等に用いることが
困難であるという問題があった。
【００１２】
　また、特許文献４に記載された排気浄化装置に用いられるＰＭ凝集手段は、上述した特
許文献２に記載された排気処理装置と同様に、粒子状物質を排気ガスの流れ方向に加速さ
せてしまうため、粒子状物質を凝集させる効果が少なく、実際には粒子状物質をほとんど
凝集させることができないという問題があった。
【００１３】
　更に、上述した特許文献２～４に記載された排気処理装置は、ディーゼルエンジン等の
、粒子状物質を比較的に大量に含む排気ガスを処理するために開発されたものであり、例
えば、ディーゼルエンジン等と比較して排気ガス中の粒子状物質の数が少ないガソリンエ
ンジン等に使用した場合には、凝集の対象となる粒子状物質の数が少なく、且つ粒子状物
質の粒子径も小さいため、粒子状物質を凝集させる効果が更に低下してしまう。
【００１４】
　特に、２０１２年から、排気ガス規制として、ユーロ６による新たな基準が適用される
こととなっており、駆動機構としてガソリンエンジンを備えた車両にも対応可能な排気ガ
ス処理装置の開発が要望されている。特に、ガソリンエンジンはトルクが低いため、排気
ガスの圧力損失を増大させるようなフィルタを排気系に配置すると、ノッキングが起こり
易くなり、エンジン等の故障の原因となるため、エンジン等に負担を与え難い機構を備え
た排気ガス処理装置の開発が要望されている。
【００１５】
　また、ガソリンエンジンの排気系にフィルタを配置し、長距離を走行した際には、燃料
のガソリン中に含まれる成分から由来するアッシュ（灰）堆積が大きな問題となる。アッ
シュ（灰）はＰＭとは異なり、フィルタにおいて高温再生（焼き飛ばし）を行ったとして
も消滅しないため、結果、フィルタ内における目詰まりが発生し、圧力損失増加の原因と
なっている。
【００１６】
　本発明は、上述のような従来技術の課題を解決するためになされたものであり、排気ガ
ス中に含まれる粒子状物質を凝集させて、排気ガス中に存在する粒子状物質の個数を減少
させることが可能な排気ガス処理装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明者らは、上記した従来技術の課題を解決するために鋭意検討した結果、排気ガス
が通過する流路となる管体内にコロナ放電を発生させる放電電極を配設し、この電極によ
って発生したコロナ放電によって粒子状物質を荷電させ、荷電させた粒子状物質を管体の
内壁面にて捕捉し凝集させて肥大化させた後、その肥大化させた粒子状物質を再飛散させ
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る排気ガス処理装置において、コロナ放電を発生させる発生点から流路の下流側に向かう
所定の範囲において、上記管体の形状を、その内径が漸減するような括れ形状とすること
によって、前記課題が解決されることに想到し、本発明を完成させた。具体的には、本発
明により、以下の排気ガス処理装置が提供される。
【００１８】
［１］　排気ガスが通過する流路となる管体と、前記管体の内部の、前記流路の流れ方向
に垂直な断面における中央部に配置された、電圧を印加することによって、その周囲にコ
ロナ放電を生じさせる放電電極と、を備え、前記管体は、前記放電電極によって発生する
コロナ放電の発生中心点を含む前記流路に垂直な面から、前記流路の下流側に向かう所定
の範囲において、前記管体の内径が漸減する形状に構成されてなり、前記管体を通過する
排気ガスに含まれる粒子状物質を、前記放電電極により生じたコロナ放電によって荷電さ
せ、荷電させた粒子状物質を、前記放電電極から前記管体の前記内壁面に向けて生じる電
界によって前記内壁面に集塵して複数の粒子状物質を凝集させ、凝集させた粒子状物質を
再飛散させることにより、前記排気ガス中に浮遊する粒子状物質の個数を減少させる排気
ガス処理装置。
【００１９】
［２］　前記放電電極は、前記流路の流れ方向に対して垂直となるように配置された盤状
の電極支持体と、前記電極支持体に対して垂直となるように配置された１本以上の針状の
放電体と、を有し、前記コロナ放電の発生中心点は、前記管体の前記コロナ放電の発生中
心点を含む前記流路に垂直な面の中心点である前記［１］に記載の排気ガス処理装置。
【００２０】
［３］　前記管体は、前記流路の下流側に向かう前記所定の範囲において、前記コロナ放
電の発生中心点から前記管体の内壁面までの距離が、前記コロナ放電の発生中心点を含む
前記流路に垂直な面における長さの±１０％の範囲内になるように、前記管体の内径が漸
減する形状に構成されてなる前記［２］に記載の排気ガス処理装置。
【００２１】
［４］　前記管体は、前記流路の下流側に向かう前記所定の範囲において、荷電された粒
子状物質の排気ガスの流れ方向に進行する移動速度と、前記管体の内壁面に引き寄せられ
るドリフト速度とを考慮した形状に構成されてなる前記［３］に記載の排気ガス処理装置
。
【００２２】
［５］　前記管体の内径が漸減する前記所定の範囲の長さは、前記管体の前記コロナ放電
の発生中心点から、前記流路に垂直な面における前記管体の前記内壁面までの距離の０．
２～０．９倍の長さである前記［１］～［４］のいずれかに記載の排気ガス処理装置。
【００２３】
［６］　前記放電電極は、前記管体の壁面を貫通して前記流路の流れ方向に垂直な断面に
おける中央部まで延出された碍管により、前記流路の前記中央部に支持されている前記［
１］～［５］のいずれかに記載の排気ガス処理装置。
【００２４】
［７］　前記碍管は、その表面に溝状の凹凸が形成されたものである前記［６］に記載の
排気ガス処理装置。
【００２５】
［８］　駆動機構としてガソリンエンジンを備えた車両の排気系に設置されてなる前記［
１］～［７］のいずれかに記載の排気ガス処理装置。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の排気ガス処理装置は、排気ガス中に含まれる粒子状物質を凝集させて、排気ガ
ス中に存在する粒子状物質の個数を減少させることができる。特に、本発明の排気ガス処
理装置は、排気系の圧力損失の上昇を招くフィルタ等を設置しなくとも、排気ガス中の粒
子状物質の個数を減少させることができるため、圧力損失の上昇を招くフィルタ等を設置
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することで悪影響が生じるガソリンエンジン等から排出される排気ガスを処理する排気ガ
ス処理装置として好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の排気ガス処理装置の一の実施形態を模式的に示す側面図である。
【図２】図１に示す排気ガス処理装置を上流側から見た平面図である。
【図３】図２に示す排気ガス処理装置のＡ－Ａ’断面を示す断面図である。
【図４】本発明の排気ガス処理装置の一の実施形態によって排気ガスを処理する過程を模
式的に説明する説明図である。
【図５】本発明の排気ガス処理装置の他の実施形態を模式的に示す断面図である。
【図６】本発明の排気ガス処理装置の他の実施形態によって排気ガスを処理する過程を模
式的に説明する説明図である。
【図７】本発明の排気ガス処理装置に用いられる放電電極の一例を模式的に示す正面図で
ある。
【図８】図７に示す放電電極の側面図である。
【図９】本発明の排気ガス処理装置に用いられる碍管の一例を模式的に示す側面図である
。
【図１０】図９に示す碍管の上面図である。
【図１１】本発明の排気ガス処理装置に用いられる碍管の他の例を模式的に示す側面図で
ある。
【図１２】図１１に示す碍管の上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明を実施するための実施形態について図面を参照しながら説明するが、本発明は、
これらに何ら限定されるものではなく、本発明の範囲を逸脱しない限りにおいて、当業者
の知識に基づいて、種々の変更、修正、改良を加え得るものであることは言うまでもない
。
【００２９】
〔１〕排気ガス処理装置：
　図１は、本発明の排気ガス処理装置の一の実施形態を模式的に示す側面図であり、図２
は、図１に示す排気ガス処理装置を上流側から見た平面図である。また、図３は、図２に
示す排気ガス処理装置のＡ－Ａ’断面を示す断面図である。また、図４は、本発明の排気
ガス処理装置の一の実施形態によって排気ガスを処理する過程を模式的に説明する説明図
である。なお、図４は、図３に示す断面図の一部を拡大した断面図である。
【００３０】
　図１～図４に示すように、本実施形態の排気ガス処理装置１ａは、排気ガス２０が通過
する流路となる管体１０と、この管体１０の内部の、上記流路の流れ方向に垂直な断面に
おける中央部に配置された、電圧（具体的には、高電圧）を印加することによって、その
周囲にコロナ放電２４を生じさせる放電電極１２と、を備えている。
【００３１】
　そして、本実施形態の排気ガス処理装置１ａは、管体１０を通過する排気ガス２０に含
まれる粒子状物質２２を、上記放電電極１２により生じたコロナ放電２４によって荷電さ
せ、荷電させた粒子状物質２２ａを、放電電極１２から管体１０の内壁面１０ａに向けて
生じる電界２６によって、上記内壁面１０ａに集塵して複数の粒子状物質２２ａを凝集さ
せ、凝集させた粒子状物質２２ｂを再飛散させることにより、排気ガス２０中に浮遊する
粒子状物質２２の個数を減少させるものである。
【００３２】
　そして、本実施形態の排気ガス処理装置１ａにおいては、上述した管体１０が、放電電
極１２によって発生するコロナ放電２４の発生中心点２４ｘを含む流路に垂直な面２５か
ら、流路の下流側４３に向かう所定の範囲において、管体１０の内径が漸減する形状に構
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成されている。なお、図４において、符号４２は、流路の上流側を示している。
【００３３】
　本実施形態の排気ガス処理装置１ａにおいて、電界２６によって管体１０の内壁面１０
ａに引き寄せられた粒子状物質２２ａは、管体１０に接触することによって電荷を受け渡
し、管体１０の内壁面１０ａに捕捉（即ち、集塵）される。このようにして、荷電された
粒子状物質２２ａは、次々と管体１０の内壁面１０ａに引き寄せられ、管体１０の内壁面
１０ａに捕捉される。捕捉された複数の粒子状物質はクーロン力によって凝集され、複数
の粒子状物質２２ｂの集合体となる。その後、ある一定の大きさまで凝集により肥大化し
た粒子状物質２２ｂは、その質量が増大し、管体１０の内壁面１０ａに留まること（即ち
、捕捉され続けること）ができずに、排気ガス２０の流れに乗って下流側４４に排出され
る。このようにして、排気ガス２０中に存在する粒子状物質２２の見かけ上の個数が減少
する。
【００３４】
　このように、本実施形態の排気ガス処理装置は、排気ガス中に含まれる粒子状物質を荷
電させることによって管体の内壁面にて捕捉し、複数の粒子状物質を凝集させて肥大化さ
せた後、その粒子状物質を再飛散させることにより、排気ガス中の粒子状物質の個数（見
かけ上の個数）を減少させることができる。特に、本実施形態の排気ガス処理装置は、排
気系の圧力損失の上昇を招くフィルタ等を設置しなくとも粒子状物質の個数を減少させる
ことができ、また、排気ガス中の粒子状物質の個数が少ない場合であっても粒子状物質を
良好に凝集させることができるため、例えば、ディーゼルエンジン等の粒子状物質を比較
的に大量に含む排気ガスだけでなく、駆動機構としてガソリンエンジンを備えた車両の排
気系に設置し、ガソリンエンジンから排出される排気ガスを処理する排気ガス処理装置と
しても好適に用いることができる。
【００３５】
　なお、従来、排気ガス中に含まれる粒子状物質を荷電し、複数の粒子状物質を凝集させ
る排気ガス処理装置（例えば、上述した特許文献２参照）が提案されている。しかしなが
ら、このような排気ガス処理装置において、電荷回収用の電極が、流路の下流側に配置さ
れた場合には、コロナ放電により荷電された粒子状物質が電界によって加速され、電荷回
収用の電極に捕捉されることなく通り抜けてしまう。このため、上記の構成では粒子状物
質を凝集させる効果が少なく、実際には粒子状物質をほとんど凝集させることができない
という問題があった。
【００３６】
　また、この特許文献２に記載された排気処理装置においては、電荷回収用の電極を、流
路の内壁面として利用することについても記載されているが、このような場合には、排気
ガスの流れに乗って常時下流側に移動している粒子状物質は、流路の内壁面に到達する前
に、その電界の範囲を容易に通り抜けてしまう。このため、このような場合においても、
粒子状物質を凝集させる効果が少なく、実際には粒子状物質をほとんど凝集させることが
できないという問題があった。特に、排気ガスの流速が速い場合や、排気ガスに含まれる
粒子状物質の数が少ない場合には、流路の内壁面に粒子状物質を捕捉することは極めて困
難である。
【００３７】
　即ち、放電電極から管体の内壁面に向けて生じる電界は、コロナ放電の発生中心点（例
えば、放電電極が針状の場合には、その先端）から球面状（等電位面）に広がり、上記発
生中心点から距離が離れるに従って電界の強さが弱くなっていく。このため、上記発生中
心点から下流側に向かうに従って、管体の外側ほど電界の強さが弱くなる傾向にあり、同
一内径の筒状の管体では、排気ガスの流れに乗って常時移動している粒子状物質を捕捉す
る効率が極めて悪くなってしまう。
【００３８】
　本実施形態の排気ガス処理装置は、コロナ放電を発生させる発生中心点から流路の下流
側に向かう所定の範囲において、管体の形状が、その内径が漸減するような括れ形状とな
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っているため、荷電させた粒子状物質を、上記管体の括れ部分の内壁面に良好に捕捉する
ことができる。特に、コロナ放電の発生中心点を基点として、略球面状（等電位面）に広
がる電界に近似した形状に、上記管体の内壁面を構成する（即ち、管体の内径が漸減する
形状に構成する）ことによって、荷電された粒子状物質をより良好に捕捉することが可能
となる。
【００３９】
　なお、本実施形態の排気ガス処理装置における放電電極は、放電電極により生じるコロ
ナ放電の発生中心点が、管体の流路に垂直な面の中心点となるような位置に配置されたも
のであることが好ましい。これにより、コロナ放電の発生中心点の特定が容易となる。即
ち、管体の流路に垂直な面の中心点が、コロナ放電（或いは、電界）の発生中心点となる
。なお、放電電極の形状が、管体の流路に垂直な面において、回転対称等の対称形状であ
る場合には、放電電極の中心点を、管体の流路に垂直な面の中心点に位置するように配置
することにより、コロナ放電の発生中心点を、管体の流路に垂直な面の中心点とすること
ができる。
【００４０】
　なお、管体の内径を漸減させることによって、粒子状物質を管体の内壁面に捕捉する効
率を向上させることができるが、その一方で、流路の内径が窄まるために、排気系の圧力
損失は増大する傾向にある。このため、図４に示すように、管体１０の内径が漸減する「
所定の範囲の長さＬ１」は、管体１０のコロナ放電２４の発生中心点２４ｘから、流路に
垂直な面における管体１０の内壁面１０ａまでの距離Ｒ１（即ち、管体１０の垂直な断面
における半径）の０．２～０．９倍の長さであることが好ましく、０．４～０．７倍の長
さであることが更に好ましく、０．５～０．６倍の長さであることが特に好ましい。この
ように構成することによって、圧力損失の増大を最小限に抑制しつつ、粒子状物質を捕捉
する効率を良好に向上させることができる。
【００４１】
　また、管体１０の内径が漸減する以前の内径Ｄ１（即ち、コロナ放電２４の発生中心点
２４ｘよりも上流側における管体１０の内径）に対する、管体１０の内径が漸減した以降
の内径Ｄ２の減少率（以下、「管体の内径の減少率」という）は、０．６～４８％である
ことが好ましく、５～２３％であることが更に好ましく、９～１５％であることが特に好
ましい。なお、上記管体の内径の減少率は、下記式（１）によって求めることができる。
　管体の内径の減少率＝（Ｄ１－Ｄ２）／Ｄ１×１００　・・・　（１）
（ここで、上記式（１）中、Ｄ１は管体の内径が漸減する以前の内径であり、Ｄ２は管体
の内径が漸減した以降の内径である。）
【００４２】
　また、本実施形態の排気ガス処理装置に用いられる管体としては、流路の下流側に向か
う所定の範囲において、コロナ放電の発生中心点から管体の内壁面までの距離が、前記コ
ロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面における長さ（即ち、管体の断面における半
径Ｒ１（図４参照））の±１０％の範囲内になるように、管体の内径が略球面状に漸減す
る形状に構成されてなることが好ましい。例えば、－１０％の範囲を超えると、管体の内
径が急激に狭くなってしまうため、排気ガス処理装置を設置することによって排気系の圧
力損失が増大してしまうことがある。一方、＋１０％の範囲を超えると、管体が括れる（
換言すれば、流路の窄まる）割合が小さくなり、排気ガスの流れに乗って移動する粒子状
物質が、有効な電界の範囲を超え易くなってしまうことがある。
【００４３】
　電界中を移動する荷電された粒子状物質は、クーロン力によって、管体の内壁面方向に
、排気ガスの粘性抵抗と釣り合った速度で移動している。なお、この管体の内壁面方向に
移動する速度を、「ドリフト速度（ｗ）」ということがある。
【００４４】
　本実施形態の排気ガス処理装置に用いられる管体としては、流路の下流側に向かう所定
の範囲において、荷電された粒子状物質の排気ガスの流れ方向に進行する移動速度（ｖ）



(9) JP 2011-69268 A 2011.4.7

10

20

30

40

50

と、管体の内壁面に引き寄せられるドリフト速度（ｗ）とを考慮した形状に構成されてな
ることが更に好ましい。即ち、管体の内面形状は、単に、等電位面を考慮した球面状とす
るのではなく、管体の内壁面に引き寄せられるドリフト速度（ｗ）についても考慮した形
状とすることによって、荷電された粒子状物質をより良好に捕捉することができる。
【００４５】
　以下、上述したドリフト速度（ｗ）の算出方法、及び排気ガスの流れ方向に進行する移
動速度（ｖ）とドリフト速度（ｗ）とを考慮した管体形状の決定方法について更に詳細に
説明する。
【００４６】
　ドリフト速度（ｗ）は、粒子状物質の帯電量（ｑ）、荷電電界強度（Ｅ）、ガス（排気
ガス）の粘度（μ）、粒子状物質の半径（ａ）、カニンガムの補正係数（Ｃｍ）により、
下記式（２）によって求めることができる。
【００４７】
【数１】

【００４８】
　但し、実際の排気ガス処理装置においては、荷電された粒子状物質（帯電粒子ともいう
）を捕捉する空間にはコロナ風が存在しており、帯電粒子の空間電荷を考慮した電界を求
めることは困難であるため、粒子状物質を実験的に捕捉（集塵）する集塵効率（η）の実
験値（測定値）から「見かけのドリフト速度（ｗｄ）」を算出し、この「見かけのドリフ
ト速度（ｗｄ）」を、実際のドリフト速度として、理想的な管体形状の決定することが好
ましい。なお、集塵効率（η）の実験値（測定値）は、粒子個数計測器、例えば、ＤＥＫ
ＡＴＩ社製の電子式低圧インパクタによって測定することができる。
【００４９】
　なお、上述した集塵効率（η）は、排気ガス処理装置の入口側の粒子状物質の濃度（Ｗ
ｉ）と、出口側の粒子状物質の濃度（Ｗｏ）とから、下記式（３）によって表される。そ
して、集塵効率（η）の推定式は、ドイッチェ（Ｄｅｕｔｓｃｈ）の式によって、下記式
（４）によって表される。
【００５０】
　η＝１－Ｗｏ／Ｗｉ　・・・　（３）
　η＝１－ｅｘｐ（－ｗｄＡ／Ｑ）　・・・　（４）
（ここで、上記式（４）中、Ａは集塵する電極の面積（即ち、管体の内壁面の面積）、Ｑ
は単位時間当たりのガスの流量を示す。）
【００５１】
　上述した実験値（集塵効率（η）の測定値）と、上記式（４）及び式（５）とによって
、「見かけのドリフト速度（ｗｄ）」を算出することができる。なお、例えば、集塵する
電極の面積（Ａ）は、管体の内部を円柱状とし、放電電極の先端から２００ｍｍの範囲の
内壁面の面積とし、単位時間当たりのガスの流量（Ｑ）は、１５９１６ｃｍ３／ｓｅｃ（
０．９５５ｍ３／ｍｉｎ）とする。
【００５２】
　また、荷電された粒子状物質の排気ガスの流れ方向に進行する移動速度（ｖ）は、上記
単位時間当たりのガスの流量（Ｑ）から算出することができる。
【００５３】
　排気ガスの流れ方向に進行する移動速度（ｖ）とドリフト速度（見かけのドリフト速度
（ｗｄ））とを考慮した管体形状の決定方法としては、コロナ放電の発生中心点からの等
電位面に対して、排気ガスの流れ方向における各位置でのドリフト移動距離を加えること
によって、略楕円形状の管体形状を決定することができる。例えば、コロナ放電の発生中
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心点からの等電位面までの距離をＲとした場合、ドリフト速度を考慮した管体形状を構成
する点Ｒ’の極座標（ｘ，ｙ）は、下記式（５）及び（６）によって表すことができ、上
記ドリフト速度を考慮した管体形状を構成する点Ｒ’の極座標（ｘ，ｙ）を用い、且つ、
管体の内径が漸減する所定の範囲の長さを適宜決定することによって、ドリフト速度を考
慮した管体形状を決定することができる。
　ｘ＝Ｒｃｏｓθ　・・・　（５）
　ｙ＝Ｒｓｉｎθ＋Ｒｃｏｓθ・ｗｄ／ｖ　・・・　（６）
【００５４】
　なお、例えば、コロナ放電の発生中心点からの等電位面に対して、配管方向０．０５ｍ
ｍ毎にドリフト移動距離を算出し、電界による粒子状物質の移動距離（ドリフト移動距離
）を加味した略楕円形状を規定することによっても、ドリフト速度を考慮した管体形状を
決定することができる。
【００５５】
　なお、このようにして、管体の形状を決定する場合には、計算の簡略化のため、以下の
ような仮定を用いることが好ましい。
（１）放電電極の先端より下流側２００ｍｍの管体の内壁面積を電極面積とする（なお、
管体は直管（配管内径が一定）のものと仮定する）。
（２）単位時間当たりのガスの流量（Ｑ）、及び見かけのドリフト速度（ｗｄ）は、管体
中の粒子状物質の位置に寄らず一定とする。
（３）放電電極の先端が複数個存在する場合であっても、見かけの電界中心点（コロナ放
電の発生中心点）は、流路に垂直な面の中心点とする。
（４）放電電極の上流側にも電界は生じるが、放電電極よりも下流側にて粒子状物質の捕
集を行うため、管体の括れは、流路の下流側のみとする。なお、放電電極の上流側に発生
する電界による粒子状物質のドリフトについても無視するものとする。
【００５６】
　以上のようにして、管体の形状を、荷電された粒子状物質を捕捉し、捕捉した粒子状物
質を凝集させ、更に、凝集させて肥大化した粒子状物質を再飛散させるのにより適した形
状とすることができる。更に、上記した仮定を用いることにより、より簡便に管体の形状
を決定することができる。
【００５７】
　なお、本実施形態の排気ガス処理装置によって、排気ガス中の粒子状物質の個数の減少
を確認する方法としては、排気ガス処理装置の下流側（出口側）に粒子個数計測器を設置
し、排気ガス中の粒子状物質の個数を測定することによって行うことができる。上記粒子
個数計測器としては、例えば、ＤＥＫＡＴＩ社製の電子式低圧インパクタ（ＥＬＰＩ：Ｅ
ｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｌｏｗ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｉｍｐａｃｔｏｒ、以下「ＥＬＰＩ」
ということがある）を挙げることができる。このようなＥＬＰＩによれば、粒子径が０．
００７～１０μｍの範囲の粒子状物質の個数の測定（サンプリング）が可能である。なお
、測定に際しては、粒子状物質は以下の粒径ごとに分級される。０．００７～０．０１４
、０．０１４～０．０３９６、０．０３９６～０．０７１８、０．０７１８～０．１１９
、０．１１９～０．２００、０．２００～０．３１５、０．３１５～０．４８２、０．４
８２～０．７６０、０．７６０～１．２３、１．２３～１．９５、１．９５～３．０８、
３．０８～６．２７（単位μｍ）。
【００５８】
　より具体的な測定方法としては、まず、排気ガス処理装置の下流側に粒子個数計測器を
設置し、放電電極に電圧を印加した場合（電圧印加時）と、電圧を印加しない場合（非電
圧印加時）とで、排気ガス中の粒子状物質の個数を測定（サンプリング）する。次に、測
定された各粒径毎の測定データの和から、下流側から排出される粒子状物質の全個数（排
出全個数）を算出する。次に、電圧印加時と非印加時におけるそれぞれの排出全個数のデ
ータより、本実施形態の排気ガス処理装置によって削減された粒子状物質の個数の割合を
求めることができる。
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【００５９】
　本実施形態の排気ガス処理装置を用いて排気ガスを処理する場合、処理対象となる排気
ガスの流速については特に制限はなく、例えば、排気ガスの流速が２００ｍ／ｓｅｃまで
は、粒子状物質の個数を良好に減少させることができる。なお、駆動機構としてガソリン
エンジンを備えた一般的な乗用車の走行時における排気ガスの流速は、１５０ｍ／ｓｅｃ
（２Ｌエンジン、６０００回転、排ガス温度６００℃程度の場合）であるため、このよう
な車両であっても本実施形態の排気ガス処理装置を用いて排気ガスの処理を良好に行うこ
とができる。
【００６０】
　以下、本実施形態の排気ガス処理装置について、各構成要素毎に更に詳細に説明する。
【００６１】
〔１－１〕管体：
　管体は、内燃機関等から排出された、粒子状物質を含む排気ガスが通過する排気系に接
続された、排気ガスが通過する流路となるものである。そして、この管体は、これまでに
説明したように、コロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面から、流路の下流側に向
かう所定の範囲において、管体の内径が漸減する形状に構成されている。なお、このよう
な管体は、内燃機関からの排気ガスを排出する排気管に、別途接続されたものであっても
よいし、内燃機関に設けられた排気管の一部を、本実施形態の排気ガス処理装置における
管体として用いてもよい。
【００６２】
　本実施形態の排気ガス処理装置においては、この管体の内部に放電電極が配置されてお
り、この管体の内部にて、（１）粒子状物質をコロナ放電によって荷電し、（２）荷電さ
せた粒子状物質を電界によって管体の内壁面にて捕捉し、（３）捕捉した粒子状物質の複
数を凝集させ、（４）凝集させた粒子状物質を再飛散させる、という排気ガスの処理が行
われる。
【００６３】
　このような管体は、排気ガスが通過する流路として利用されるだけではなく、放電電極
との間に電界を発生させるための対向電極としても利用される。このため、管体は、導電
性材料から構成されたものであることが好ましい。管体を放電電極の対向電極として利用
する場合には、管体はアース等に接地されたものであることが好ましい。
【００６４】
　管体としては、自動車の排気管に使用されるステンレス、鉄等の導電性材料からなるも
のを好適に用いることができる。
【００６５】
　管体の長さについては特に制限はなく、放電電極がその内部に配置され、且つ、上述し
たように管体の内径が漸減する範囲が設けられ、この管体内部にて、上記粒子状物質の荷
電から再飛散を行える程度の長さを有していればよい。
【００６６】
　また、管体は、中心軸が直線状の円筒状のものであり、上記した範囲にて内径が括れる
ように構成されたものであることが好ましい。このように構成することによって、荷電さ
れた粒子状物質を良好に捕捉することができるとともに、過度の圧力損失の上昇を抑制す
ることができる。
【００６７】
〔１－２〕放電電極：
　放電電極は、排気ガス中の粒子状物質を荷電するコロナ放電を発生させるための電極で
あり、管体の内部の、流路の流れ方向に垂直な断面における中央部に配置されている。ま
た、この放電電極は、流体の流路となる管体の内壁面を対向電極として、荷電された粒子
状物質を捕捉するための電界を発生させる電極としても利用されている。これにより荷電
された粒子状物質が、管体の内壁面に集塵（捕捉）される。
【００６８】
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　放電電極は、管体内部を通過する排気ガス中のより多くの粒子状物質、より好ましくは
全ての粒子状物質が、コロナ放電が発生している空間を通過するように、放電電極の周囲
を含め、管体によって形成される流路の内壁面までの領域にコロナ放電を発生させること
ができるように構成されたものであることが好ましい。
【００６９】
　図１～図４に示す排気ガス処理装置１ａにおいては、放電電極１２が、管体１０の壁面
を貫通して流路の流れ方向に垂直な断面における中央部まで延出された碍管１６により、
流路の中央部に支持されている。碍管１６の内部には、放電電極１２に電圧（高電圧）を
印加するための配線を含む電圧導入部１８が配置されており、電圧導入部１８と管体１０
との電気絶縁性を確保した状態で、電圧導入部１８と放電電極１２とが電気的に接続され
ている。
【００７０】
　なお、図１～図４においては、コロナ放電２４の発生中心点２４ｘよりも上流側にて、
管体１０の壁面を貫通するように碍管１６が配設された場合の例を示しているが、例えば
、図５及び図６に示す排気ガス浄化装置１ｂのように、コロナ放電２４の発生中心点２４
ｘよりも下流側にて、管体１０の壁面を貫通するように碍管１６が配設されていてもよい
。このような場合には、碍管１６は、管体１０の内径が漸減する形状に構成された部分を
貫通するように配置されている。なお、図１～図４に示すような、コロナ放電２４の発生
中心点２４ｘよりも上流側にて碍管１６が配設された場合の方が、碍管１６及び放電電極
１２の取り付けが簡便であるという利点がある。ここで、図５は、本発明の排気ガス処理
装置の他の実施形態を模式的に示す断面図であり、図６は、本発明の排気ガス処理装置の
他の実施形態によって排気ガスを処理する過程を模式的に説明する説明図である。なお、
図５は、図３示す断面図と同様の断面を示すものである。
【００７１】
　放電電極は、電極の先端部分が鋭角に形成されており、放電電極と管体の内壁面との間
に高電圧が印加されることにより、放電電極（より具体的には、上記した鋭角に形成され
た先端部分）にコロナ放電を生じるものであれば、その形状については特に制限はない。
図１～図４に示す排気ガス処理装置１ａにおいては、図７及び図８に示すように、放電電
極１２が、流路の流れ方向に対して垂直となるように配置された盤状の電極支持体１２ａ
と、この電極支持体１２ａに対して垂直となるように（即ち、流れ方向に対して平行とな
るように）配置された複数の針状の放電体１２ｂと、を有する場合の例を示している。こ
のように構成することによって、針状の放電体１２ｂの先端部分に電界が集中し、良好に
コロナ放電を発生させることができる。また、針状の放電体１２ｂとすることによって、
先端部分が多少磨耗しても電界を集中させてコロナ放電を生じさせることができる。なお
、針状とは、先端部分が鋭利に尖ったものの他、放電体全体が細い棒状のものをいう。な
お、このような形状の放電電極１２は、電極支持体１２ａの中央部分が、電圧導入部１８
（図１参照）からの電圧を導入する部分となっている。
【００７２】
　ここで、図７は、本発明の排気ガス処理装置に用いられる放電電極の一例を模式的に示
す正面図であり、図８は、図７に示す放電電極の側面図である。
【００７３】
　なお、図７及び図８においては、電極支持体１２ａのそれぞれの面における外側に、等
間隔に１２本の放電体１２ｂが配置され、更にこの１２本の放電体１２ｂが配置された位
置よりも内側に、４本の放電体１２ｂが配置されている。また、内側に配置された４本の
放電体１２ｂは、外側の１２本の放電体１２ｂよりも長さが長くなっている。このように
構成することによって、管体内部のより広い範囲にわたってコロナ放電を発生させること
ができ、排気ガス中の粒子状物質を良好に荷電することができる。また、組み立て、部材
作製が容易であり、排気ガス中の大部分の粒子状物質を放電部近辺に通過させられること
で、多くの粒子状物質を良好に荷電することができる。
【００７４】
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　なお、上記したように放電電極の先端が複数個存在する場合、例えば、図７及び図８に
示すように、放電電極１２が、流路の流れ方向に対して垂直となるように配置された盤状
の電極支持体１２ａと、この電極支持体１２ａに対して垂直となるように配置された２本
以上の針状の放電体１２ｂと、を有する場合であっても、コロナ放電の発生中心点（換言
すれば、電界の発生中心点）は、流路に垂直な面の中心点とすることができる。
【００７５】
　なお、放電電極の形状は、上述した電極支持体に針状の放電体が配設された形状に限定
されることはなく、例えば、電極支持体に、少なくとも一辺が鋭利な刃先状の板状体が複
数配置されたものであってもよい。このような放電電極の場合には、板状体の刃先に電界
が集中してコロナ放電が発生する。
【００７６】
　放電電極を構成する材料については、従来、排気ガス中の粒子状物質を荷電することに
よって凝集を行う排気ガス処理装置に使用される電極を構成する材料と同様のものを好適
に用いることができる。具体的には、例えば、ステンレス、鉄、ニッケル、コバール、白
金、銅、金、モリブデン、タングステン等を挙げることができる。
【００７７】
　また、本実施形態の排気ガス処理装置に用いられる放電電極は、電界が集中するように
放電体部分に鋭利な部分がより多く形成される形状が好ましい。また、管体内の断面中心
から放射状に放電体が設置されており、圧力損失の低下を招かないような形状が好ましい
。また、図７及び図８に示す放電体１２ｂのように、実際の放電箇所が多く存在できるよ
うに構成されたものであることがより好ましい。
【００７８】
〔１－３〕碍管：
　上述したように、本実施形態の排気ガス処理装置においては、管体の内部に配置される
放電電極が、管体の壁面を貫通して流路の流れ方向に垂直な断面における中央部まで延出
された電気絶縁性を有する碍管により、流路の中央部に支持されていることが好ましい。
このように構成することによって、放電電極によりコロナ放電を良好に発生させることが
できるとともに、粒子状物質を捕捉する電界を良好に発生させることができる。
【００７９】
　碍管の材料としては、例えば、アルミナ、コージェライト、ムライト、ガラス等を挙げ
ることができ、絶縁性、耐熱性、耐熱衝撃性、耐食性、機械的強度等に優れたアルミナ等
をより好適に用いることができる。
【００８０】
　このような碍管は、各電極に電圧を印加した際に、碍管の表面にて沿面放電を生じない
ように構成されたものであることが好ましい。例えば、図９及び図１０に示すように、本
実施形態の排気ガス処理装置に用いられる碍管１６としては、その表面に溝状の凹凸３４
が形成されたものを好適に用いることができる。ここで、図９は、本発明の排気ガス処理
装置に用いられる碍管の一例を模式的に示す側面図であり、図１０は、図９に示す碍管の
上面図である。
【００８１】
　また、碍管に対して煤等の粒子状物質が付着した場合には、碍管に付着した粒子状物質
によって管体と放電電極の間に絶縁破壊が生じ、コロナ放電や集塵のための電界の発生を
阻害することがある。このため、例えば、碍管の内部にヒータを配設し、碍管の表面に粒
子状物質が付着した場合に、ヒータを加熱することによって、碍管に付着した粒子状物質
を燃焼除去することができるように構成してもよい。
【００８２】
　また、例えば、管体内部に露出する碍管の表面に触媒を塗布し、碍管の表面に粒子状物
質が付着した場合に、エンジン等からの排気ガスの熱によって、付着した粒子状物質を燃
焼除去することができるように構成してもよい。例えば、このような触媒としては、内燃
機関等から排出される排気ガスの浄化用に用いられる酸化触媒を好適に用いることができ
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る。具体的には、例えば、白金（Ｐｔ）、ロジウム（Ｒｈ）、パラジウム（Ｐｄ）等を含
有する従来公知の酸化触媒を好適例として挙げることができる。
【００８３】
　また、図１１及び図１２に示すように、碍管１６の、管体内部に露出する側面部分が、
流路の上流側に向かって突出するような形状に構成されたものであってもよい。このよう
に構成された碍管１６は、排気ガスの流れを妨げ難くなり、碍管１６に対する排気ガスの
抵抗が減少し、碍管１６の表面に粒子状物質が付着し難くなる。ここで、図１１は、本発
明の排気ガス処理装置に用いられる碍管の他の例を模式的に示す側面図であり、図１２は
、図１１に示す碍管の上面図である。
【００８４】
〔１－４〕電圧導入部：
　電圧導入部は、放電電極に対して電圧を印加するための配線等を含む部材であり、コロ
ナ放電、及び荷電された粒子状物質を捕捉するための電界を発生させるための電源（図示
せず）に接続されている。なお、図１～図４に示す本実施形態の排気ガス処理装置１ａに
おいては、管体１０の外部から、管体１０の壁面を貫通して流路の流れ方向に垂直な断面
における中央部まで延出された碍管１６内を貫通して、管体１０内部に配置された放電電
極１２と電気的に接続されている。
【００８５】
〔１－５〕電源：
　電源は、放電電極に対して電圧を印加するためのものであり、例えば、直流電源（ＤＣ
電源）、パルス電源等を好適に用いることができる。特に、本実施形態の排気ガス処理装
置においては、直流電源（ＤＣ電源）が好ましい。
【００８６】
　放電電極に印加する電圧や電力の具体的な値については、流路となる管体の大きさ、流
路を通過する排気ガスの流量や流速、更に排気ガスに含まれる粒子状物質の量、大きさ、
個数等によって、適切な放電及び電界を生じさせることができるように適宜決定すること
ができる。
【００８７】
　例えば、特に限定されることはないが、本実施形態の排気ガス処理装置をガソリンエン
ジンから排出される排気ガスを処理するために使用する場合には、電圧は、６～１０ｋＶ
であることが好ましく、８～９ｋＶであることが更に好ましい。また、電力は、２～３０
Ｗであることが好ましく、４～１５Ｗであることが更に好ましい。このように構成するこ
とによって、ガソリンエンジンから排出される排気ガスの処理を良好に行うことができる
。
【実施例】
【００８８】
　以下、本発明を実施例によって更に具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例によ
って何ら限定されるものではない。
【００８９】
（実施例１）
　図１～図３に示すような排気ガス処理装置１ａを作製した。管体１０は、排気ガスの流
れ方向の長さの３００ｍｍ、外径が６０．５ｍｍ、内径が５３．５ｍｍの円筒状であり、
管体の材質はステンレスを用いた。
【００９０】
　管体１０の流れ方向上流側の端面より３０ｍｍの位置に、管体１０を貫通するようにア
ルミナ製の碍管１６を配設し、この碍管１６の内部に電圧導入部１８を配置した。電圧導
入部１８に対して放電電極１２を電気的に接続し、管体１０の内部に、放電電極１２を固
定した。
【００９１】
　放電電極１２としては、図７及び図８に示すように、円盤状の電極支持体１２ａと、こ
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の円盤状の電極支持体１２ａに配置された、１６本（外側は３０°間隔で１２本、内側は
９０°間隔で４本）の放電体１２ｂとから構成されたものとした。
【００９２】
　円盤状の電極支持体は、外周が２０ｍｍのリング状の支持体に、中央部に幅３ｍｍの十
字状の支持体が残るように、半径７ｍｍの１／４円を刳り貫いた形状とした。また、放電
体を配置する部位は、直径が１．５ｍｍの貫通孔を形成し、この貫通孔に放電体を配置し
た。なお、電極支持体は、ステンレスによって形成した。
【００９３】
　それぞれの放電体は、直径が１．５ｍｍで、その先端が尖った針状のものとし、ステン
レスによって形成した。外側に配置される１２本の放電体は、電極支持体のそれぞれの表
面から各１０ｍｍずつ突出するような長さとし、内側に配置される４本の放電体は、電極
支持体のそれぞれの表面から各２０ｍｍずつ突出するような長さとした。
【００９４】
　また、管体は、コロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面から、流路の下流側に向
かう１５ｍｍの範囲において、管体の内径が漸減する形状に形成した。なお、管体の形状
は、上述した排気ガスの流れ方向に進行する移動速度と見かけのドリフト速度とを考慮し
た管体形状の決定方法に従って形状を決定した。
【００９５】
　集塵効率（η）の測定は、内径が５３．５ｍｍの円筒状の管体を備えた以外は、上記し
た実施例１の排気ガス処理装置と同様に構成された排気ガス処理装置に、自動車のエンジ
ンから排出された排気ガスを通気し、放電電極に８ｋＶの定電圧（電流０．５ｍＡ）を印
加し、排気ガス処理装置の入口側と出口側とで粒子状物質の個数を測定した。なお、集塵
効率（η）は、０．７３５であった。
【００９６】
　なお、集塵効率（η）の測定における排気ガスの条件は、以下の通りである。
　エンジン回転数：２４３０ｒｐｍ、
　トルク：３０Ｎｍ、
　排気ガス温度：３３９℃、
　温度換算空気量：０．９５５ｍ３／ｍｉｎ。
【００９７】
　また、管体の形状を決定する際の条件としては、集塵する電極の面積（Ａ）は、放電電
極の先端から２００ｍｍの範囲の内壁面の面積（３３５．９８ｃｍ２）とし、単位時間当
たりのガスの流量（Ｑ）は、１５９１６ｃｍ３／ｓｅｃ（０．９５５ｍ３／ｍｉｎ）とし
た。
【００９８】
　上述した式（４）及び（５）により算出される「見かけのドリフト速度（ｗｄ）」は、
６３ｃｍ／ｓｅｃである。また、単位時間当たりのガスの流量（Ｑ）から算出される「荷
電された粒子状物質の排気ガスの流れ方向に進行する移動速度（ｖ）」は、７０８ｃｍ／
ｓｅｃである。以上の結果より、排気ガスの流れ方向に進行する移動速度（ｖ）と見かけ
のドリフト速度（ｗｄ）とを加味した管体の形状を決定した。
【００９９】
　このように構成された実施例１の排気ガス処理装置を、軽油を燃料としたバーナにより
粒子状物質を発生させるスートジェネレータ装置に取り付け、約１９５℃の試験用排気ガ
ス（以下、単に排気ガスという）を、流速１．５ｍ３／ｍｉｎで導入した。このような状
態で、表１に示すように、実施例１の排気ガス処理装置の放電電極に、直流電圧８ｋＶ、
電力５Ｗで電圧を印加し、排気ガスの処理を行った。排気ガス処理中における排気ガス処
理装置の入口側の粒子状物質の質量（ｇ／ｈｏｕｒ）と、出口側の粒子状物質の個数（×
１０７個／秒）、質量（ｇ／ｈｏｕｒ）、及び平均粒子径（μｍ）をそれぞれ測定した。
測定結果を表２に示す。
【０１００】
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（粒子状物質の個数の測定）
　放電電極の下流側に粒子個数計測器（電子式低圧インパクタ（ＥＬＰＩ）　ＤＥＫＡＴ
Ｉ社製）を設置し、放電電極に電圧を印加した場合（電圧印加時）と、電圧を印加しない
場合（非電圧印加時）における各電極下流側の各粒径毎に、排出される粒子状物質の個数
を測定した。その後、測定された各粒径毎の測定データの和から、下流側から排出される
粒子状物質の全個数（排出全個数）を算出する。なお、測定においては、粒子径０．００
７～１０μｍの粒子状物質を測定対象とし、０．００７～０．０１４、０．０１４～０．
０３９６、０．０３９６～０．０７１８、０．０７１８～０．１１９、０．１１９～０．
２００、０．２００～０．３１５、０．３１５～０．４８２、０．４８２～０．７６０、
０．７６０～１．２３、１．２３～１．９５、１．９５～３．０８、３．０８～６．２７
（単位μｍ）の粒径毎に分級するものとした。なお、例えば、粒子径が「０．００７～０
．０１４」とした場合は、粒子径が０．００７μｍ以上で且つ０．０１４μｍ未満の粒子
が分級される。
【０１０１】
（粒子状物質の減少割合の測定）
　上記した粒子状物質の個数の測定によって得られた、電圧印加時と非電圧印加時とにお
けるそれぞれの排出全個数（×１０７個／秒）のデータより、排気ガス処理装置を用いた
ことで削減された排出粒子数の割合を、下記式（６）によって算出した。
　（非電圧印加時全個数－電圧印加時全個数）／非電圧印加時全個数×１００・・（６）
【０１０２】
（粒子状物質の質量の測定）
　排気ガス処理装置の設置位置よりも上流部と下流部とのそれぞれに、排気ガスの流路か
らのバイパスラインを設け、各バイパスラインに、それぞれのバイパスラインを通過する
排気ガス中の粒子状物質をサンプリングするろ紙を設置した。ろ紙による粒子状物質のサ
ンプリング時間を３分とし、あらかじめ秤量したサンプリング前のろ紙質量からサンプリ
ング前後の質量変化を計算し、上流部と下流部とに設置したそれぞれのろ紙の質量変化に
より、排気ガス処理装置の入口側と出口側とにおける粒子状物質の質量（ｇ／ｈｏｕｒ）
を算出した。
【０１０３】
（粒子状物質の平均粒子径）
　上記粒子状物質の個数の測定において得られた各粒径毎の測定データより、排気ガス中
に含まれる粒子状物質の平均粒子径を、下記式（７）による計算式を用いて算出した。
　平均粒子径＝［Σ｛（各サンプリング範囲の粒径平均値）×（各サンプリング範囲にサ
ンプリングされた粒子個数）｝］／排出全個数・・（７）
【０１０４】
（圧力損失ΔＰ）
　排気管に搭載された排気ガス処理装置の上流側と下流側とのそれぞれに、排気圧力の取
り出し口としてソケットを設置し、ＳＵＳ管、及びテフロン管を介して計測器（コスモ計
器社製のデジタルマノメーター）に接続した。排気ガス処理装置の上流側における圧力Ｐ
１と、下流側における圧力Ｐ２とを測定し、測定された圧力の差より、排気ガス処理装置
の圧力損失（ΔＰ（ｋＰａ）＝Ｐ１－Ｐ２）を算出した。
【０１０５】
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【表１】

【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
（実施例２）
　コロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面から、流路の下流側に向かう２０ｍｍの
範囲において、管体の内径が漸減する形状に形成した以外は、実施例１と同様に構成され
た排気ガス処理装置を製造し、実施例１と同様の方法にて排気ガスの処理を行った。排気
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ガス処理中における排気ガス処理装置の入口側の粒子状物質の質量（ｇ／ｈｏｕｒ）と、
出口側の粒子状物質の個数（×１０７個／秒）、質量（ｇ／ｈｏｕｒ）、及び平均粒子径
（μｍ）をそれぞれ測定した測定結果を表２に示す。
【０１０８】
（実施例３）
　コロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面から、流路の下流側に向かう２５ｍｍの
範囲において、管体の内径が漸減する形状に形成した以外は、実施例１と同様に構成され
た排気ガス処理装置を製造し、実施例１と同様の方法にて排気ガスの処理を行った。
【０１０９】
（実施例４）
　管体の内径が漸減する形状を決定する際に、上記見かけのドリフト速度を加味せず、流
路の下流側に向かう１５ｍｍの範囲において、管体の内径が等電位面に沿うように球面状
に漸減する形状に形成した以外は、実施例１と同様に構成された排気ガス処理装置を製造
し、実施例１と同様の方法にて排気ガスの処理を行った。
【０１１０】
（実施例５）
　コロナ放電の発生中心点を含む流路に垂直な面から、流路の下流側に向かう２０ｍｍの
範囲において、管体の内径が漸減する形状に形成した以外は、実施例４と同様に構成され
た排気ガス処理装置を製造し、実施例１と同様の方法にて排気ガスの処理を行った。
【０１１１】
　実施例２～５の排気ガス処理装置においても、実施例１と同様の方法により、排気ガス
処理中における排気ガス処理装置の入口側の粒子状物質の質量（ｇ／ｈｏｕｒ）と、出口
側の粒子状物質の個数（×１０７個／秒）、質量（ｇ／ｈｏｕｒ）、及び平均粒子径（μ
ｍ）をそれぞれ測定した測定結果を表２に示す。
【０１１２】
（比較例１）
　管体が、装置入口側から出口側に掛けて、５３．５ｍｍの一定の大きさに形成された円
柱状であること以外は、実施例１と同様に構成された排気ガス処理装置を製造し、実施例
１と同様の方法にて排気ガスの処理を行った。排気ガス処理中における排気ガス処理装置
の入口側の粒子状物質の質量（ｇ／ｈｏｕｒ）と、出口側の粒子状物質の個数（×１０７

個／秒）、質量（ｇ／ｈｏｕｒ）、及び平均粒子径（μｍ）をそれぞれ測定した測定結果
を表２に示す。
【０１１３】
（考察）
　実施例１～５の排気ガス処理装置は、比較例１の排気ガス処理装置と比較して、粒子状
物質の個数減少割合が大きく、排気ガス中に粒子状物質を良好に凝集させることが可能な
ものであった。なお、実施例１～５の排気ガス処理装置は、コロナ放電の発生中心点から
、１５、２０、２５ｍｍの範囲において、管体の内径が漸減する形状に構成されているた
め、比較例１の排気ガス処理装置と比較して、その圧力損失が増加するものであったが、
その増加は少ないものであり、例えば、ガソリンエンジンを備えた車両の排気系に設置し
たとしても、エンジン等に負担を与え難く、良好に排気ガスを処理可能なものであった。
【０１１４】
　また、実施例１～３の排気ガス処理装置は、ドリフト速度を加味した管体形状とするこ
とにより、圧力損失の増加分が微小だったにもかかわらず、十分な個数減少の効果を得る
ことができた。即ち、ドリフト速度を加味することによって、粒子状物質の個数を更に減
少させる効果に対して、圧力損失の増加を極めて小さく抑制することができ、高い浄化性
能と、エンジン等への負担軽減とを両立することが更に可能となった。
【０１１５】
　なお、表２に示す結果においては、実施例１～５、及び比較例１における出口側の粒子
状物質の平均粒子径は、全て０．０３８μｍとなっているが、上記ＥＬＰＩを用いた各粒
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径毎の個数の測定結果より、実施例１～５の排気ガス処理装置において、出口側の粒子状
物質のうち、平均粒子径が比較的に大きな粒子の個数が、時間経過とともに増大している
ことが確認された。ここで、表３に、実施例１における、出口側の粒子状物質の粒子径毎
の個数の変化を示す。表３は、実施例１の排気ガス処理装置の出口側にて測定された粒子
状物質を、３つの粒子径の範囲（０．００７～００１４μｍ、０．０１４～１．２３μｍ
、及び１．２３～６．２７μｍ）に分類し、それぞれの粒子径の範囲に含まれる粒子の個
数を測定した結果である。なお、表３においては、電圧を印加する前の１０秒間に測定し
た結果（印加前）と、電圧を印加して７分後から１０秒間測定した結果（印加７分後）と
を示す。
【０１１６】
【表３】
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　表３に示すように、印加７分後の測定結果においては、粒子径の小さい０．００７～０
．０１４μｍの範囲の粒子状物質の個数が減少し、その一方で、粒子径の大きい１．２３
～６．２７μｍの範囲の粒子状物質の個数が増加している。これにより、実施例１の排気
ガス処理装置により、排気ガス中の複数の粒子状物質、特に、比較的に粒子径の小さい粒
子状物質が凝集され、より粒子径の大きな粒子状物質へと肥大化することが確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１１８】
　本発明の排気ガス処理装置は、自動車用エンジン、建設機械用エンジン、産業機械用定
置エンジン等の内燃機関、その他の燃焼機器等から排出される排気ガス中の粒子状物質を
凝集して肥大化することによって、排気ガス中の粒子状物質の個数を減少させる排気ガス
処理装置として用いることができる。
【符号の説明】
【０１１９】
１ａ，１ｂ：排気ガス処理装置、１０：管体、１０ａ：内壁面、１２：放電電極、１２ａ
：電極支持体、１２ｂ：放電体（針状の放電体）、１６：碍管、１８，１９：電圧導入部
、２０：排気ガス、２２：粒子状物質、２２ａ：粒子状物質（荷電させた粒子状物質）、
２２ｂ：粒子状物質（凝集させた粒子状物質）、２４：コロナ放電、２４ｘ：発生中心点
（コロナ放電の発生中心点）、２５：流路に垂直な面（コロナ放電の発生中心点を含む流
路に垂直な面）、２６：電界、３２：第二の放電電極、３４：凹凸、４２：流路の上流側
、４３：流路の下流側、Ｄ１：管体の内径が漸減する以前の内径、Ｄ２：管体の内径が漸
減した以降の内径、Ｌ１：管体の内径が漸減する所定の範囲の長さ（所定の範囲の長さ）
、Ｒ１：コロナ放電の発生中心点から流路に垂直な面における管体の内壁面までの距離（
管体の断面における半径）。

【図１】

【図２】

【図３】
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